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県庁を改革できるのは労働組合だけです！
誰もがいきいきと働く職場を実現するために！自治労県職労に加入しよう！
労働組合がなければ、何も改善されない、賃金や権利も守られない、弱者から切捨てられる

今期の確定闘争で明らかになったことは
○財政難を安易に職員負担で乗り切ろうとする当局

　今期確定闘争で当局が一貫して主張してきたのは「引き続き財政状態は厳しい」ということであり、その根拠としたのは、「税収が増えても、その分、交付税や臨時財政対策債が減る」「義務的経費は今後も増え続ける」ということでした。

　しかし、これは財政制度の問題です。制度的な欠陥は、国と地方の税配分を抜本的に改善しなければ解決しない問題です。国と交渉する意思も能力もないからといって、安易に職員の賃金カット・削減で「その場しのぎ」という姿勢は到底容認できません。

○これまでの労使合意・交渉経過を軽視する当局

07年確定闘争で当局は、住宅手当を増額しました。その際、既に国で廃止の動きがありましたが、「国と地方では住宅事情が違う。仮に国が廃止しても神奈川では根拠がある」と回答し、これに基づき合意したものです。住宅事情は07年と全く変わらないどころか、職員公舎を昨年廃止決定しています。

交渉は労使間のつみ重ねであり、その経過を反故にするかのような姿勢は、信頼関係を損ないます。

○不祥事を理由に権利を剥奪しようとする当局

当初当局は、不正取得を理由に、忌引休暇の一部廃止を提案してきました。結局撤回せざるを得ませんでしたが、これまで交渉で積み上げた権利を、ごく一部の不正取得を理由に奪うという手法自体が大きな問題です。
○主体的に改善しようとしない当局

メンタルヘルス不全対策として、精神科医が産業医として配置されることになりましたが、これは自治労県職労がこの数年強く要求してきた課題です。

また、キャリア開発支援センターでの研修制度の改善も決まりましたが、これも自治労県職労が職場の声に基づき要求してきたものです。

　つまり、職員の健康管理や研修という、雇用主として主体的に改善しなければならない課題についても、労働組合から要求がなければ何もしないという当局の姿勢が明らかになっています。
もし、労働組合がなかったら！？

　もし、労働組合がなかったらどうなるでしょう。

　例えば、今期の確定闘争で考えれば（裏面参照）、賃金引下げは事実上4月に遡り、貰ってもいないのに「多く貰いすぎた分」を12月の一時金から引去られ、３％カットも継続された可能性は大です。

　また、メンタルヘルス対策や非常勤職員の処遇改善等の人事院勧告・報告は、連合や自治労、公務員連絡会などの取組により実現されたものですので、組合がなければこうした人勧もなかったはずです。

すべての未加入者に組合加入を呼びかけます
　以上のことから明らかなように、労働組合の存在と運動がなければ、私たちの賃金・労働条件は、改善されないどころか、引下げられる一方です。

　また、2年後を目標に、公務員制度が改善され、「労働協約締結権」が付与される予定です。

そうなれば、職場における具体的な人員配置等も交渉課題となり、さらに、労働条件交渉を通じて、真に県民が望むサービスの実現に向けて、政策・制度に影響力を及ぼすことも展望されます。

　働きがいのある県職場とするため、いきいきと働き、健康な生活を送るために、組合に未加入の方は自治労県職労に加入されるよう呼びかけます。
もし、組合がなかったら、確定はこうなっていた！？
	項　目
	当初の提案
	解　　　説

	基本賃金
	・人事委員会勧告を尊重し、月例給を496円（0.12％）引き下げる。現給保障者は現給補償額から0.17％引き下げる。

・年間給与の均衡を図るため所要の調整を行なう。調整率は0.14％とし、12月の一時金で調整する。
	・賃金引下げの実施時期は2010年4月。

・勧告どおり実施となれば、「所要の調整」という名目の不利益遡及により、職員平均で約6千円が12月一時金から引かれた。

・一時金減額とあわせ、年間1人10万4千円の減。

	３％カット
	・来年3月での終了を明言せず。
	・たぶん来年4月以降も継続！？

	住居手当

（持ち家）
	・2012年3月で廃止。

・激変緩和なし。
	・廃止だけが決められ、人勧で言われた、水準問題や受給者への配慮はなしか？

	休暇
	・不正取得者もあり、配偶者の叔父・叔母の忌引休暇を廃止。

・配偶者の忌引休暇は現行10日を7日に引下。
	・「不祥事」を理由とした権利剥奪がまかり通る事態になりかねない。



	福利厚生
	・県費負担の結婚・出産祝金、弔慰金は今年度をもって廃止。

・大平荘は平成23年度を持って廃止。
・自治会館の「職員クラブ」は廃止。
	・大平荘や職員クラブの廃止だけで、福利厚生事業自体が大幅に切り下げられた可能性大。

・大平荘職員の雇用問題も派生。

	メンタルヘルス不全
	・職場リハビリテーションのアンケート調査を行い、検証の上で事例集を作成。

・「試し勤務」は国の動向を見極め、しかるべき場で議論したい。
	・健康管理センターへの産業医（精神科医）の配置はない。

・メンタルヘルス相談窓口の拡充はない。

・全体の労働運動がなければ、「試し勤務」の人事院勧告・報告、当局提案自体ない可能性大。

※現行のメンタルヘルス不全対策事業のほとんどが、自治労県職労要求に基づくものであり、自治労県職労がなければ、メンタルヘルス不全対策全体がなかった可能性が大きい。

	非常勤等職員課題
	・非常勤職員報酬の一部を常勤の給与改定にあわせて引下げ。

・加給については、平成23年度から常勤職員同様に引き下げ。

・育児休業法の改正に伴う課題について、しかるべき場で話し合っていきたい。
	・臨任・非常勤職員の年休改善はなかった。

・全体の労働運動がなければ、育児休業法改正に伴う人事院勧告・報告、当局提案自体ない可能性大。

	人事制度改革
	・人材育成マスタープランに伴う施策を行ってきた。人材育成は、一人ひとりが自らの課題として受け止めることが大切。適時の情報提供と話し合いを行っていきたい。
	・研修の追加実施や受講ニーズの把握等は、自治労県職労をはじめ、県労連の強い要求により実施を約束したもの。組合がなければどうなったか疑問？

	時間外勤務手当
	・60時間以上の時間外勤務（割増率50％）対象に日曜日等も含めることとする。
	・全体の労働運動がなければ、次世代育成や労働基準法改正に伴う人事院勧告・報告、当局提案自体ない可能性大。

	年休
	・労働基準法の改正にあわせて、年休の繰越をこれまでの日単位から時間単位に変更。

・時間単位で取得した場合の1日への換算については、2011年1月1日から8時間で1日とする。
	

	次世代育成
	・「子育てハンドブック」を作成したい。
	


自治労団体生命・
自動車共済還元金
11月30日に
振り込みます！
※労金口座をお持ちでない加入者は、至急、組合事務所までご連絡ください。

グループ保険募集のご案内

○募集期間：11月24日（水）～12月22日（水）

○保険期間：2011年4月1日～2012年3月31日

○保険種類

・グループ保険（加入対象：本人・配偶者・こども）
　⇒万一の不幸（死亡・高度障害）があった場合、一時金と遺族年金を支給。

・医療保障保険（加入対象：本人・配偶者・こども）
　⇒病気・ケガによる1泊2日以上の入院に対し、入院給付金を支給。

・医療保障オプション（加入対象：本人・配偶者・親）
　⇒医療保障保険に上乗せして加入することで、入院・手術・介護保険金を給付。

・三大疾病保険（加入対象：本人・配偶者）
　⇒がん、急性心筋梗塞、脳卒中で所定の状態になった場合等、一時金を給付。

○保障内容（本人）
・グループ保険⇒150万円～約2,510万円

・医療保障保険⇒入院日額2,000～5,000円

・医療保障オプション⇒入院日額3,000～5,000円

・三大疾病保険⇒保険金額100万円～500万円

○保険料（本人／年齢・性別・保障内容で異なる）
・グループ保険⇒105円～22,500円（65歳以下）

・医療保障保険⇒483円～7,117円（69歳以下）

・医療保障オプション⇒310円～3,100円（基本部分／65歳以下）

・三大疾病保険⇒175円～16,175円（65歳以下）

※詳細は、パンフレットをご覧ください。









